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引の人の比率に依存するが、高双曲の人は国民の約 2 割から 3 割、消費者金融の既利用者で
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1. はじめに 




現されている。グレーゾーン金利の廃止は、2006 年 1 月 13 日の最高裁判決で、「貸金業規
























このような点を理論的に整理したうえで、本稿は、2006 年 5 月と 12 月に実施した、消費
者金融利用経験者、債務整理・自己破産経験者、消費者金融未利用者、を対象としたアンケ
ート調査の結果を用いて、実証的な検討を行う。 

























逓減的である場合をさす（Frederick et al., 2002）。双曲割引は、心理学、薬理学、脳科学な
どの多くの行動科学において、広く受け入れられている。双曲割引を持つ個人の選択は、時
間非整合、「選好の逆転」、「後悔」をもたらすという意味で、将来本人の不幸を結果する可
















































手は借り手 i のリスクの程度をカバーする金利 を請求するとしよう。借り手はその金利が
自分の留保金利より低ければ借り入れる。Krusell et al. (2002) や Laibson (1996) によると、
双曲割引を示す人は、自分が双曲割引であることを知っている場合には、その双曲の程度に
応じて、あたかも割引率が高くなったかのように行動する。この考えにしたがって、    
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5情報の非対称性がある場合は 2.3 節で議論する 
 3
iii Hαθθ +=~                          (1) 
と書くと、上限金利規制がないとき、 ii r>θ~ の人が借り入れる（α は定数）。  






















































手の質に関する非対称性については 6.3 節で取り扱う。 






2C ( ) 01 22 <=+− CBrY
u と書くと、この期待値は 
))1(Pr( 2 BrYu +< 。したがって、借り手の解く問題は、期間効用をu と書くと、 
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s.t.     11 CBY =+
  ,  （ は平均μ、分散 の確率変数） ( ) 22 1 CBrY =+− 2Y 2σ
と表される。ここで、P は自己破産する確率で、 ))1((Pr),,( 22 BrYobBrYP +<≡ 。  
2Y の分散 が大きい借り手は自己破産制度によって利益を得る一方、貸し手は損失を被
る。したがって、借り手の利得は凸関数、貸し手の利得は凹関数となる。Stiglitz and Weiss 
(1981) は、プロジェクトを実行するための借り入れでは、有限責任制度のためにプロジェ
クト収益のリスクが大きい借り手がより大きな借り入れのインセンティブを持ち、かつ貸し





























命題 1 と命題 2 をあわすと、消費者金融市場においては、借り手の将来所得の分散に加え

















が r から r の間では利潤は非負であると仮定しよう。貸し手が金利設定者であるとき、利潤
を最大にする *r が均衡金利である(図 1)。6
この状況のもとで、上限金利規制の効果を吟味しよう。まず、 *r より高い上限金利 rˆ を設
定した場合、均衡には影響しない。規制は無意味である。 
*ˆ rrr << の場合には、規制は実効的である。上限金利の引き下げはより低い留保金利
),,~(~~ 2σμθrr = の人の借り入れを可能にする。7上限金利を *1ˆ rrr << から *2ˆ rrr << に


































Bizer and DeMarzoの逐次借入均衡 






































 次の４つの要素に留意して分析を進めよう。第 1 は将来の取立てが、わずかな費用で大幅
に返済確率を上げられるかどうかという、取立て技術の効率性である。第 2 は、情報が対称










)0'(),( <uAu と書く。取立て均衡は、 
)))1(Pr()())1(()))1(Pr(1((~1
1)(    2221}{ BrYAuBrYuBrYBYuUMaxB +<++−+<−+++= θ   (4) 
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このケースでは、(5)式において、 rr ˆ≤ の制約が付される（ rˆ は上限金利）。ある借り手に
対する貸付で、消費者金融会社の利潤を最大にする金利を *r と書くと、 rr ˆ* ≤ の個人に対
しては規制は実効的でない。 rr ˆ*≥ の個人に対しては、金利 rˆ のもとで正の利潤と留保効用
が得られる場合には、rˆ で貸出契約が結ばれる。したがって、金利別の貸出頻度を調べると、
金利が rˆ のところで、（大きさは不明だが）山ができる。 
取立て均衡の場合は、 rr ˆ*≥ の個人に対して金利が rˆ に固定されるが、取立ての量 A を
増加させる自由度があるので、正の利潤と留保効用が得られるケースは、取立てがない場合
より生じやすい。したがって、rˆ のところの山は、取立てが禁止されている場合より大きい。 





































このケースは、借り手の行動が(4)式に A=0 を代入した、 
)))1(Pr()0())1(()))1(Pr(1((~1
1)(  2221}{ BrYuBrYuBrYBYuUMaxB +<++−+<−+++= θ   (6) 
で記述されるのに対し、貸し手の行動は、(5)式において B にだけ A=0 を代入して修正し









)()0,,~,,()1))(,,~,,(1( 2121},{ ACrYYBrArYYPMaxAr −+−= θθπ        (7) 
で表される。 
  
















1)1))(,,~,,(1( 21 −+−≡ rArYYP θρ
r と単調に正の相関を持つ可能性が大きい。これに対し、返済確率を考慮した借




                                                  
13取立てがない場合を思い出そう。返済を考慮した貸し手の実質的収益率は、借り手の実質
 12

























均衡は、この需要曲線と供給曲線の交点 E~である（図 4）。これをタイプ 1 の取立て均衡
と呼ぼう。取立てがあることを正しく知っている場合には、先の(4)式の解が需要曲線にな
るが、これは、取立てがないと誤認している場合よりも左に位置する右下がりの線で表され
る。この場合の均衡を *E で表し、タイプ 2 の取立て均衡と呼ぼう。両方の均衡を比べると、









取立てを知らない場合には、より高い金利( *~ rr > )で、より多くの貸出が実現していること
が分かる。事後的に、借り手は厳しい取立てがあることを知ることになり、その状況を「取
立てを知っているときの需要関数」で評価する。したがって、「 r~ で借りているのだから、
ALL −~ の額を過剰な借り入れ」と認識する。同じことだが、「 L~ も借りているのだから、





望ましいタイプ 2 の取立て均衡が *E であるので、望ましい上限金利規制は、ちょうど *r
に上限金利 rˆ を設定することである。たとえば、図 4 では、上限金利 rˆ がかなり低く設定さ
れているために、実現した均衡 Eˆ は望ましい均衡から大幅にはずれてしまっている。現実
には需要関数や供給関数を把握することは困難であり、上限金利 rˆ をちょうど *r に設定する
ことが実現可能であるとは思われない。したがって、この場合、上限金利規制は望ましい手
段ではない。 









消費者金融会社 1社が n人の借り手に貸し付けるとしよう。(6)式が 人の借り手（
について書かれる。すなわち、 
n ),...,1 ni =
)))1(Pr()0())1(()))1(Pr(1((~1









                           ( ),...,1 ni =       (6)’  
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（ PY , fY ）、時間割引率θ 、そして借り入れ利子率に依存すると考える。そこで、簡単のた
め、ある借入需要者にとって、その留保金利 r~ が、 




=Sr 一定                                                         (9) 
であり、 Srr >~ である個人は借入を行う。そして、他の事情一定にして総借入額が多けれ
                                                  



















を指定したもの（その質問から得られる割引率をPTIME2 と書く）、90 日と 97 日を比較した













双曲割引の変数としては、2 日後と 9 日後を比較した時間割引率(年率)PTIME2 から 1 ヵ




                                                  
17 以下では、未利用者、借入経験者、債務整理者ごとに分布を推定した結果を記載するが、
全回答者をまとめて分布を推定しても、基本的な結論に変わりはない。 














 債務整理者 (758 人) 借入経験者(921 人) 未利用者 (643 人) 
変数 平均値 標準誤差 平均値 標準誤差 平均値 標準誤差 回答範囲
HYPER2 151.387 162.498 118.680 142.945 81.127 122.158 年率（%）
HW 3.619 1.332 3.540 1.383 3.152 1.414 1～5
PTIME2 170.208 174.522 135.731 154.674 92.388 132.203 年率（%）
PTIME1M 18.821 20.589 17.051 19.365 11.261 15.077 年率（%）
LATER 2.678 1.015 2.619 0.994 2.446 0.897 1～5
HOR 3.431 1.635 2.937 1.766 2.358 1.634 1～6
RA_JOB 2.913 1.214 2.839 1.236 2.941 1.194 1～4
RA_KASA 41.906 22.026 44.441 21.683 46.815 20.890 1～100%
RA_FIRE 3.496 2.513 3.329 2.409 3.289 2.491 1～10
ALT_O 1.504 0.760 1.682 1.011 1.582 0.840 1～4
ALT_P 3.522 1.273 3.678 1.191 3.667 1.121 1～4
ALT_C 3.248 1.393 3.359 1.403 3.243 1.370 1～4
OVCON_KINYU3 0.434 0.496 0.261 0.439 0.092 0.289 0, 1
OPTIM 3.082 1.008 3.020 0.986 2.933 0.921 1～5
CONTROL_KAU 2.801 1.025 3.076 1.063 3.101 1.016 1～5
JUS_AKU 2.169 1.100 2.102 1.014 1.837 0.940 1～5
CAL1 0.665 0.472 0.698 0.459 0.695 0.461 0, 1
CAL2 0.499 0.500 0.509 0.500 0.420 0.494 0, 1
AGE 37.972 7.470 38.635 8.442 37.516 9.071 歳
S_ACAR 4.313 1.887 4.929 2.072 5.580 1.912 1～11
TL_INCOME 4.100 1.464 4.542 1.833 4.953 1.876 1～12
 債務整理者 (653 人) 借入経験者(799 人) 未利用者(456 人) 
UNEMP 1.455  0.034 1.263 0.029 1.154  0.034  1～3
N_EMPLOYEE 3.816  0.088 3.945 0.081 4.825  0.102  1～9




80％となっている。時間割引率である PTIME2 と PTIME1M についても、債務整理者がもっ
とも高く、未利用者が最も低くなっている。これらの差は、統計的に有意である。同じ傾向









従属変数が、1,2,3 の値をとる質的変数であるので、ordered probit で推定する。また、サン
プルが、債務整理者、借入経験者、未利用者からなり、5 月のアンケート調査によれば、そ
れぞれが世の中に、1.1%, 8.1%, 90.8%の比率で存在すると推定されるにもかかわらず、12
月のアンケートでは 31.7, 40.2, 28.0％の比率で回答を集めた。したがって、この比率を考慮
した重み付き回帰を採用しないと、点推定は大きくバイアスし、標準誤差にもバイアスが生
じる可能性がある。この 2 つの要素を考慮して、stata の svyoprobit で推定する。また、




数は 2322 である。 
双曲割引と時間割引の両方を代表すると考えられる PTIME2 と HW はどちらも 0.1%の有
意水準で正である。双曲割引を表す HYPER2 と時間割引を表す PTIME1M の両方を入れた推
定では、前者は 5%で、後者は 0.1%で有意に正である。また、HYPER2 とともに、時間割引










変数 変数名 符号 係数 P-値 係数 P-値 係数 P-値 係数 P-値 係数 P-値 係数 P-値 
PTIME2 + 0.001 0.000           双曲と割
引率 HW +   0.098 0.000         
双曲 HYPER2 +     0.001 0.015 0.001 0.000 0.001 0.000 0.001 0.000  
PTIME1M +     0.007 0.000       
HOR +       0.110 0.000   0.102 0.000 
時間割引
率 
LATER +       0.092 0.001   
現在所得 TL_INCOME - -0.087 0.000 -0.088 0.000 -0.086 0.000 -0.067 0.000 -0.087 0.000 -0.037 0.052  
年齢 AGE + 0.008 0.006 0.010 0.000 0.008 0.007 0.010 0.001 0.007 0.014 0.006 0.169  
失業予想 UNEMP -           0.054 0.303  
従業員数 N_EMPLOYEE +           -0.054 0.000  
勤続年数 KINZOKU +           -0.002 0.943  
 １と２の境界値  1.353 0.000 1.630 0.000 1.375 0.000 1.783 0.000 1.537 0.000 1.470 0.000  
 ２と３の境界値  2.326 0.000 2.596 0.000 2.346 0.000 2.772 0.000 2.511 0.000 2.491 0.000  
 F 値（自由度）  24.97 3, 2319 23.28 3, 2319 20.37  4, 2318 27.76 4, 2318 20.76 4, 2318 10.23 7,1519 
 F 検定の p 値  0.000  0.000  0.000  0.000  0.000  0.000  
 サンプル数  2322  2322  2322  2322  2322  1526  
脚注： 従属変数は、債務整理者を 3，借入経験者を２、未利用者を１とした変数 ALL。推定方法はサンプルの重みを考慮した 0rdered probit。STATA
の svyoprobit コマンドを使用。 
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率は 65%、これに対して、CAL2 は 45%であった。 
 
推定結果 
双曲割引として HYPER2、時間割引率として PTIME1M もしくは HOR を用いた推定結果を
表 3 に示そう。ここでも、双曲割引と時間割引率、そして現在の所得は有意に予想する符号
を示す。また、年齢も 5%水準で有意である。したがって、基本モデルは確認される。 


















表 2 と 3 の結果から次のような結論が導かれる。 
1） 双曲割引が負債を促進し、また、債務整理に陥る原因として重要である。 















表 3 衝動性と借り入れ、債務整理 
変数 符号 係数 P-値 係数 P-値 
HYPER2 + 0.001 0.015 0.001 0.000 
PTIME1M + 0.005 0.012   
HOR +   0.104 0.000  
TL_INCOME - -0.083 0.000 -0.115 0.000  
AGE + 0.007 0.031 0.001 0.017  
RA_KASA - 0.000 0.736 -0.003 0.674  
RA_JOB - -0.041 0.077 -0.086 0.111  
RA_FIRE - -0.001 0.953 -0.023 0.706  
ALT_O ? 0.050 0.131 -0.015 0.114  
ALT_P ? 0.001 0.960 -0.052 0.888  
ALT_C ? 0.034 0.126 -0.010 0.308  
OVCON_KINYU3 + 0.771 0.000 0.606 0.000  
OPTIM + 0.019 0.523 -0.039 0.294  
CONTROL_KAU + -0.013 0.633 -0.067 0.967  
JUS_AKU ? 0.123 0.000 0.064 0.001  
CAL1 - -0.016 0.815 -0.149 0.819  
CAL2 - 0.196 0.002 0.075 0.008  
S_ACAR - -0.105 0.000 -0.135 0.000  
１と２の境界値  1.306 0.000 1.678 0.000  
２と３の境界値  2.364 0.000 2.752 0.000  
F(17, 2305)値  14.100  15.270  
F 検定の p 値  0.000  0.000  
サンプル数  2322 2322  
脚注： 従属変数は、債務整理者を 3，借入経験者を２、未利用者を１とした変数 ALL。推定方法















さらに、A～E の回答にそれぞれ 1～5 の値を付して平均値を計算すると、債務整理者は




表 4 消費者金融会社は借り手の状況を知っているか 
  合計 A B C D E 
全体 割合(%) 100 10.5 34.9 23.6 18.1 12.9 
借入経験者 度数 1148 126 414 271 198 139 
 割合(%) 100 11 36.1 23.6 17.2 12.1 
債務整理者 度数 905 63 229 211 227 175 













の回答結果から、借入金利の分布を計算したのが、図 5 である。 
図 5 の結果を見ると、25～30％にかたまっており、金利の上限に張り付いていると解釈で
きる。図 6 は、金利の上限である 29.2%にどのくらい密着しているかを確認するために、25
                                                  

































脚注： 1 社目の回答数は 535 である。 
 
















脚注： このグラフの総データ数は 370 である。 
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の点で集中して分布しているという不自然な仮定をおかない限り、図 5、図 6 の結果と整合
的でない。 


























 そこで、借り手のリスクが見分けられず、逆選択によって借り手の利潤が図 1 のようにな
っているものとしよう。この時、もし、 *ˆ rr > であれば（ rˆ は上限規制金利で 29.2%）、金
利は上限金利より低い水準の *r に集中的に分布するはずであり、図 5、図 6 の結果と矛盾す
る。したがって、 *ˆ rr ≤ になっているはずである。また、2000 年～2007 年には消費者金融
会社が利潤をあげていたことを考えると、 rr >ˆ であると考えられる。2000 年の引き下げ以




 2006 年の法改正では、 rˆ は 20%に引き下げられたが、これが r より高ければ、上限金利
の引き下げは望ましい効果を持たない。27一方、 r が 20%より高ければ消費者金融市場は
崩壊する。このケースの評価は 5.1 節で行う。  


















で催促、B 勤務先への電話や訪問での取立て、C 脅しや威圧的な返済要求、D 法的手
続き中にもかかわらず、取立てや差し押さえをされた、E ない から選択してもらってい
る(複数回答)。 








表 5 強引な取立ては多い   
  合計 A B C D E 
全体 割合(%) 100 11.1 15.0 7.4 1.0 77.6 
借入経験者 度数 1148 109 144 65 5 930 
 割合(%) 100 9.5 12.5 5.7 0.4 81 
債務整理者 度数 905 217 317 198 52 450 
 割合(%) 100 24 35 21.9 5.7 49.7 
脚注：A 朝早くや夜遅く、一日何回も電話で催促、B 勤務先への電話や訪問での取立て、C 脅

















表 6 金利階級別の借入需要関数 
 全サンプル 全サンプル r>=25  r<25  
変数 係数 P-値 係数 P-値 係数 P-値 係数 P-値
定数 159.171  [.000] 95.214 [.000] 20.415 [.281] 127.370  [.000]
KINRI1 -9.001  [.000] -2.303 [.000] 0.393 [.559] -4.236  [.000]
KINRI1_SQ 0.158  [.000]   
修正済み R2 0.125   0.101 -0.002  0.090  
F 値 38.583   60.299 0.342  17.121  
観測数 529  529  365  164  







を、金利が、15%, 20%, 25%, 26%, 27%, 28%, 29%の水準で 2 分割して相関係数を計算した結












表 7 金利階級別の金利と借入額の相関係数 
KINRI1 >15% >20% >25% >26% >27% >28% >29%
KINRI1 25.671  27.396  28.105 28.638 28.732 29.014  29.299 
GAKU1 34.828  32.380  31.453 31.472 31.611 32.560  31.299 
相関係数 -0.171  -0.062  0.031 0.046 0.035 -0.031  0.033 
観測数 503 417 365 309 298 252 187
KINRI1 <15% <20% <25% <26% <27% <28% <29%
KINRI1 9.781  15.557  17.734 19.624 19.932 21.138  22.479 
GAKU1 97.308  58.446  52.244 46.925 46.011 42.756  41.507 
相関係数 -0.135  -0.326  -0.309 -0.334 -0.341 -0.360  -0.334 






表 8  自信過剰は取り立てを過小評価する 
 取立てされたことがある 取立てされたことがない  
変数 平均 標準誤差 平均 標準誤差 最小値 最大値
OVCON_KINYU3 0.372  0.020 0.324 0.013 0 1
PTIME2 129.503  5.224 122.865 3.595 -5 300
HW 3.572  0.055 3.591 0.039 1 5
OPTIM 3.084  0.042 3.036 0.028 1 5
CAL1 0.652  0.020 0.678 0.013 0 1
CAL2 0.039  0.008 0.035 0.005 0 1
S_ACAR 4.241  0.078 4.849 0.058 1 11
観測数 594  1227    
 
強引な取立てにあった人の「自信過剰指数(OVCON_KINYU3)」の平均値は 0.372 であり、
























義しようという考えもある。堂下 (2005)は、2000 年 6 月の上限金利の引き下げによってヤ
ミ金融が増加したと主張するにあたって、東京都における貸金業登録者数が 1999～2000 年





業務停止、登録取消しの処分を受けた件数が 2001 年度の 152 件から 2005 年度には 1596 件




相談件数のうち無登録業者にかかわるものは、2002 年度は 7.9% (=5846/73617）、2003 年度
は 33.9% (=26231/77433) 、 2004 年度は 30.2% (=17022/56318) 、 2005 年度は 53.2% 
(=29364/55191）である。2002 年度は少ないが、これは統計の発表を開始した年であるため
 31
かもしれないので、これを無視すると、およそ、1/3 から 1/2 が無登録業者に関する苦情･
相談である。 
同資料は、東京弁護士会法律相談センターに寄せられた相談事例の統計も記載している。
それによると、ヤミ金の利用比率は、借り入れ回数が 1 回の場合は 7.1%であるが、借り入






ての警察庁の統計によると、検挙件数は 1998 年から 2002 年まで 150 件から 200 件、400 人










Bizer and DeMarzo (1992)のモデルが、日本の消費者金融市場の実態を捉えているかどうかを
検討しよう。Bizer and DeMarzo が正しければ、追加融資の金利は高くなるはずである。こ
の命題の可否は、われわれのアンケートの結果で確認できる。 
図 2 に示したように、借入金利の平均値は、1 社目が 24.86%、2 社目が 25.48%、3 社目が
25.22%、4 社目が 25.60％である。3 社目には Bizer and DeMarzo の予想と反して、（わずかに）
低下しているが、それ以外は上昇している。しかし、1 社目から 2 社目と 3 社から 4 社目に
は有意に上がっているものの、2 社目と 4 社目を比較すると有意でない。これらの結果は
Bizer and DeMarzo のモデルを支持しない。 
 

















表 9 担保はほとんど要求されていない 
  合計 A B C D E F G H
全体 割合(%) 100 3.4 0.9 0.7 0.3 0.6 9.9 11.2 79.4
借入経験者 度数 1148 32 9 7 2 6 94 120 933
 割合(%) 100 2.8 0.8 0.6 0.2 0.5 8.2 10.5 81.3
債務整理者 度数 905 75 16 12 9 11 216 160 577
 割合(%) 100 8.3 1.8 1.3 1 1.2 23.9 17.7 63.8
A 不動産（土地・建物）担保を要求された、B 車を要求された、C 預金や有価証券を要求された、
D 家財道具や装飾品・宝石を要求された、E その他のものを担保に要求された、F 連帯保証人





















表 10 担保の保有状況 
  合計 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ
全体 割合(%) 100 28.4 33.7 27.5 9.9 1.4 13.1 19.6 31.1
未利用者 度数 800 231 271 231 82 10 102 156 244
 割合(%) 100 28.9 33.9 28.9 10.3 1.3 12.8 19.5 30.5
借入経験者 度数 1148 291 387 191 86 30 194 244 397
 割合(%) 100 25.3 33.7 16.6 7.5 2.6 16.9 21.3 34.6
債務整理者 度数 905 127 193 44 52 19 105 140 501
 割合(%) 100 14 21.3 4.9 5.7 2.1 11.6 15.5 55.4
A 不動産（土地・建物）、B 車、C 預金や有価証券、D 家財道具や装飾品・宝石、 




















































































こうして計算した「日本国民全体」のHYPER2 の分布は、図 9-1 に示すように-20～30%の
ところと、310～350%のところに頂点を持つ二山になり、その中間、とりわけ 80%から 300%
の間にはほとんど分布していない。数値が大きい方の山を衝動性が高い人であるとし、 *H
は 200%とすると、 *H より大きな双曲割引の人の割合は 22%である。 *H を 100%としても、
この値は、28%とほとんど変わらない。31したがって、もし、消費者金融市場を崩壊させた





た形の図が得られる(図 9-2, 図 9-3)。ただし、二山の高さは違っている。国民全体を対象と
した図 9-1 の場合は、-20～30%%の山が 310 以上の山の 3.2 倍であるが、図 9-2 に示した借
入経験者では約 1.8 倍であり、債務整理者の場合は、約 1.2 倍とほぼ同じ頻度になっている。
これまでに消費者金融を利用した人（上の定義の「借入経験者」と「債務整理者」を存在比
率を重みとして計算）だけを借り入れ需要者とすると、消費者金融市場を崩壊させた場合
（ *H を 100%～200%として）、30%～39%の人は規制によって厚生が改善するが、逆に 7 割











曲であるかを計算しよう。該当者は 976 人である。 




には、33%（ 、40%（ と、担保で見分けられないケースより 2%
程度大きくなるが、やはり、基本的な結論は変わらない。 
%)200* =H %)100* =H
 
借り手の情報が見分けられる場合 
本稿では、表 4 の結果や図 5 と図 6 の結果をもとに、消費者金融市場においては情報の非対
称性が強いと結論した。しかし、リスクの程度を知られている人がまったくいないと主張す
るわけではない。 






そのうち、該当者は 647 人である。 



































 表 11 借り入れ時に返済可能と思っていた理由 
  合計 A B C D E 
全体 割合(%) 100 67.4 2.1 0.8 24.7 5.1 
借入経験者 度数 1120 777 22 9 255 57 
 割合(%) 100 69.4 2 0.8 22.8 5.1 
債務整理者 度数 841 427 25 6 342 41 
 割合(%) 100 50.8 3 0.7 40.7 4.9 
脚注： A 収入が入る予定があった、B 足りなくなったら、他の金融機関から借りようと思っていた、










まず表 11 を見ると、「収入が入る予定があった」という回答が、借り入れ経験者では 70%
であるのに、債務整理者では 50％しかでない。このことは収入が入る予定がなかったのに
借りた人は、債務整理に陥る確率が高いことを示している。 

































表 12 消費者金融からの借入は役に立ったか 
  合計 A B C D 
全体 割合(%) 100 30.4 52.3 11.3 5.9 
利用者 度数 1148 358 608 120 62 
 割合(%) 100 31.2 53 10.5 5.4 
債務整理者 度数 905 220 425 166 94 
 割合(%) 100 24.3 47 18.3 10.4 










































金融業においては規模の経済性が見られることが多い(筒井, 2001; 第 9 章)。その理由とし
ては、第 1 に情報生産コストの削減(これが金融機関の存在理由とされる)、第 2 に規模に対










































表 13 利用者が最初の借り入れを締結するまでに何社を訪問したか 
  合計 １社 ２社 ３社 ４社以上 
全体 割合(%) 100 73.4 13.0 6.3 7.3 
借入経験者 度数 1148 844 155 75 74 
 割合(%) 100 73.5 13.5 6.5 6.4 
債務整理者 度数 905 659 80 39 127 







                                                  
34坂野(2003)は、上限金利引き下げによって消費者金融市場は縮小したと結論しており、これを、
高リスクの人が借りられなくなったからだとしている。 
35金融業に関するUchida and Tsutsui (2005),証券業に関するTsutsui and Kamesaka (2005), 生命保険







表 14 訪問会社数の理由 
  合計 A B C D E 
全体 割合(%) 100 57.3 10.5 25.3 4.5 2.5 
借り入れ経験 度数 1148 665 124 283 51 25 
 割合(%) 100 57.9 10.8 24.7 4.4 2.2 
債務整理者 度数 905 469 69 277 41 49 






































 日本消費者金融協会(2006)によると、会社規模別の新規顧客向け平均貸付金利 (2006 年調






















                                                  
36 戦前期の小銀行の違法行為については、寺西(1982; p. 304)、戦前期の生命保険会社の違法行為
については、筒井(2006; p. 32)参照。 
37 戦前の銀行においては、安全と考えられた大銀行の預金金利は、リスクの高い中小銀行の預












































高双曲の人は国民の約 2 割から 3 割、すでに消費者金融を利用している人の中では、約 3
























（元本が 100 万円以上の貸出）～20％（元本が 10 万円未満）と定めているが、名目金利は
実質金利とインフレ率との和であるので、インフレ率が高い場合には実質金利はきわめて低
くなる可能性がある。たとえば、第 1 次石油ショック後の 1974 年には、インフレ率が 24％
に達したので、上限の 15%で貸し出しても、実質金利は-9％であった。預金金利も下がった
ので、金融機関は不利益をこうむらなかったが、このような金利規制のため、預金者は大変
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